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Ⅰ．米国経済 

【景気概況】 

・米国の 2011 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 1.3％であった。ガソリン

価格の上昇で個人消費がほぼ横ばいにとどまったほか、州政府を中心に政府支出が大

幅に減少したことなどが成長率を下押した。 

・最近の経済指標は改善ペースが鈍化し、景気減速懸念が一段と強まった。家計部門で

は、7 月の雇用者数は前月比 12 万人増にとどまり雇用の回復が遅れている。6 月の実

質個人消費は自動車販売の減少などから前月比横ばいにとどまった。7 月の住宅着工

件数は 60 万戸に減少し、低水準で一進一退の推移が続いている。 

・企業部門では、景況感を示す 7 月のＩＳＭ指数が、製造業で 50.9 と、判断の分かれ目

となる 50 の水準は上回ったものの、2 年ぶりの水準に大幅低下した。また、非製造業

も 52.7 に低下した。いずれの業種も年初と比べ景気の拡大ペースが鈍化していること

を示している。一方、設備投資動向を示す 6 月の資本財出荷（国防と航空機を除くコ

アベース）は前月比 1.1％増と 2 ヶ月連続で増加した。 

・ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）は 8 月 9 日にＦＯＭＣ（連邦公開市場委員会）を開催

した。会合後の声明文では、現在のゼロ金利政策を少なくとも 2013 年半ばまで継続す

る可能性が高いと表明した。金融市場の動揺が続いているため、追加の金融緩和策の

有無が焦点として浮上している。 
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○米国の財政再建策 

・米国で 2011 年予算管理法（Budget Control Act 2011）が 8 月 2 日成立した。議会の審

議は難航を極めたが、米国債のデフォルトという最悪の事態は回避された。もっとも、

法案成立後に格付け会社スタンダート・アンド・プアーズは米国債の格付けをＡＡＡ（ト

リプル･エー）から一段階引き下げたため、金融市場では動揺が強まっている。 

・予算管理法では、今後 10 年で 9,170 億ドルの歳出削減を行い、さらに今年末までに、1.5

兆ドルの財政赤字削減策を策定するよう求めている。法案成立までの政治プロセスが混

乱したうえ、赤字削減幅も格付け会社の要求水準に届かなかったこと、また 1.5 兆ドル

の追加案を話し合う両党協議がまだ残されているため、米国の財政赤字削減に向けた取

り組みに対して厳しい評価が少なくない。 

・もっとも、米国が今後 10 年かけ、およそ 180 兆円の財政再建に取り組む道筋を示した意

義は見落とせない。日本を含め先進各国が大幅な財政赤字に直面する中で、財政健全化

に向けた取り組みに一歩踏み出したことは評価できよう。 

・今後の両党協議では、財政再建のための増税の取り扱いが焦点となる。一方、歳出削減

については、共和党は国防費や石油業界向け補助金削減に前向きであり、民主党でも党

内左派の抵抗にあいながら、社会保障費を削減する方針を示すなど、これまで両党が聖

域としきた分野にメスを入れる姿勢を示しているため、欧米メディアでは両党の政策の

距離が（増税の是非を除き）意外と近いとの評価が目立つ。 

・金融市場では、財政再建への取り組みが景気の抑制要因になりかねないとし、大恐慌か

らの回復局面で財政再建に踏み出した 1937 年の「ルーズベルト不況」の再来を懸念する

声も聞かれる。高齢化社会の到来を前に財政健全化を進める動きは痛みをともなう取り

組みでもあり、来年の大統領選挙を控え今後の議論の進展が注目される。 

 

図表．米国の財政赤字削減計画 
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  景 気 経 済 指 標 2008 2009 2010 10/4Q 10/1Q 10/2Q 11/3 11/4 11/5 11/6 11/7

全般 実質ＧＤＰ(前期比年率) -0.3 -3.5 3.0 2.3 0.4 1.3 - - - - -

 個人消費（同） -0.6 -1.9 2.0 3.6 2.1 0.1 - - - - -

 住宅投資（同） -23.9 -22.2 -4.3 2.5 -2.5 3.8 - - - - -

ＩＳＭ製造業指数 45.5 46.3 57.3 57.9 61.1 56.4 61.2 60.4 53.5 55.3 50.9

ＩＳＭ非製造業指数 47.3 46.3 54.0 55.9 58.8 53.6 57.3 52.8 54.6 53.3 52.7

景気先行指数(CI） -3.1 0.3 7.8 1.8 1.9 1.1 0.7 -0.3 0.8 0.3

企業収益（税引前） -16.4 -0.4 29.2 2.3 2.9 - - - - -

　　同　（前年比） 18.3 10.2 - - - - -

個人 実質可処分所得 2.4 -2.3 1.8 0.4 0.2 0.2 0.0 0.1 0.0 0.3

消費 消費者信頼感指数（1985=100） 57.9 45.2 54.5 57.0 66.9 61.8 63.8 66.0 61.7 57.6 59.5

需 ｺｱ小売売上高 1.6 -1.9 4.1 1.6 1.9 1.3 0.6 0.2 0.2 0.4 0.4

実質個人消費 -0.6 -1.9 2.0 0.9 0.5 0.0 0.2 -0.1 -0.1 0.0

自動車販売台数（年率､万台） 1,319 1,040 1,155 1,228 1,297 1,211 1,302 1,313 1,168 1,151 1,220

要 個人貯蓄率 5.4 5.1 5.3 5.2 4.9 5.1 4.7 4.9 5.0 5.4

消費者信用残高 1.5 -4.4 -1.7 0.5 0.5 1.1 0.1 0.2 0.2 0.6

設備 ｺｱ資本財出荷 0.2 -16.7 10.0 1.8 1.0 2.4 3.7 -1.5 1.7 1.1

サ 投資 ｺｱ資本財受注 -1.2 -20.4 17.2 2.4 0.2 4.5 5.4 -0.4 1.9 0.4

ＩＳＭ新規受注指数（製造業） 42.1 51.7 59.4 60.5 66.4 54.8 63.3 61.7 51.0 51.6 49.2

 　　 同    （非製造業） 47.0 48.0 56.8 58.8 64.5 54.4 64.1 52.7 56.8 53.6 51.7

イ 住宅 新設住宅着工戸数（年率､万戸） 90 55 58 54 58 57 59 55 55 61 60

投資 新築住宅販売（年率､万戸） 48 37 32 30 30 31 31 32 32 31

中古住宅販売（年率､万戸） 489 515 492 475 514 486 509 500 481 477

ド S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比） -16.7 -12.9 2.1 -0.6 -2.9 -3.4 -3.5 -3.6

輸出 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 12.1 -18.0 21.0 5.2 4.9 3.3 6.2 1.8 -1.0 -3.3

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 6.6 -13.7 14.8 2.4 1.7 0.9 4.8 0.9 -1.4 -3.3

ＩＳＭ輸出向け受注指数（製造業） 52.3 48.5 57.8 57.3 60.2 56.8 56.0 62.0 55.0 53.5 54.0

供 生産 鉱工業生産 -3.7 -11.2 5.3 0.8 1.2 0.3 0.7 -0.3 0.2 0.4 0.9

設備稼働率(％) 77.8 69.2 74.5 76.1 76.8 76.7 77.0 76.6 76.7 76.9 77.5

給 企業在庫率 1.32 1.39 1.29 1.28 1.26 1.27 1.25 1.27 1.28 1.28

非農業部門生産性 0.6 2.3 4.1 2.2 -0.6 -0.3 - - - - -

サ 雇用 失業率(％) 5.8 9.3 9.6 9.6 8.9 9.1 8.8 9.0 9.1 9.2 9.1

雇用者増(非農業)(万人) -360 -506 94 42 50 32 19 22 5 5 12

イ 　　同　（製造業）(万人) -90 -139 11 2 11 5 2 3 1 1 2

　　同 （非製造業）(万人) -213 -244 114 43 42 34 18 20 8 6 11

ド 輸入 ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ名目 7.5 -25.9 22.7 1.7 8.3 3.6 4.9 -0.5 3.1 -1.0

ｾﾝｻｽﾍﾞｰｽ実質 -3.3 -15.7 14.6 -0.2 3.8 -1.3 2.7 -3.1 1.9 -0.2

 国際収支 経常収支(億㌦) -6,771 -3,766 -4,709 -1,122 -1,193 - - - - -

貿易収支(BOP、億㌦) -6,983 -3,813 -5,000 -1,187 -1,408 -1,475 -468 -436 -508 -531

 物    価 生産者物価（最終財ｺｱ、前年比） 3.4 2.5 1.2 1.4 1.8 2.2 2.0 2.1 2.1 2.3

消費者物価（総合、前年比） 3.8 -0.4 1.6 1.3 2.1 3.4 2.7 3.2 3.6 3.6

消費者物価（ｺｱ） 2.3 1.7 1.0 0.2 0.4 0.6 0.1 0.2 0.3 0.3

   同   （前年比） 0.7 1.1 1.5 1.2 1.3 1.5 1.6

個人消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（ｺｱ） 2.3 1.6 1.4 0.2 0.4 0.5 0.1 0.2 0.2 0.1

   同          （前年比） 1.0 1.1 1.3 1.0 1.2 1.3 1.3

単位労働コスト（非農業） 2.8 -0.7 -2.0 -1.6 4.8 2.2 - - - - -

平均時給 3.8 3.0 2.4 0.6 0.4 0.5 0.0 0.3 0.3 0.1 0.4

   同   （前年比） 2.3 2.1 2.1 2.1 2.1 2.0 2.0 2.3

ＩＳＭ仕入価格指数（製造業） 66.5 48.3 68.9 71.0 82.8 76.7 85.0 85.5 76.5 68.0 59.0

 財    政 財政収支(億㌦) -4,548 -14,157 -12,942 -3,690 -4,605 -1,411 -1,882 -404 -576 -431 -1,294

 金    融 Ｍ２（前期比年率） 7.1 7.9 2.3 5.9 5.1 6.6 3.9 4.9 7.8 12.9 30.1

国際証券投資（ﾈｯﾄ、億㌦） 4,891 4,520 7,826 1,758 1,065 585 239 306 242 37

ＦＦレート（実効ﾚｰﾄ、％） 1.93 0.16 0.18 0.19 0.16 0.09 0.14 0.10 0.09 0.09 0.07

10年物国債利回り(平均、％) 3.67 3.26 3.21 2.86 3.46 3.21 3.41 3.46 3.17 3.00 3.00

ＮＹダウ指数（平均） 11,253 8,877 10,663 11,236 12,025 12,371 12,081 12,435 12,580 12,097 12,516

 市場ﾃﾞｰﾀ ドル実効レート(Broad，97.1=100) 99.9 105.7 102.1 99.5 98.0 95.5 97.1 95.5 95.5 95.5 94.8

ドル円レート（平均、円/ﾄﾞﾙ） 103.4 93.6 87.8 82.5 82.3 81.6 81.6 83.2 81.1 80.4 79.2

ユーロドルレート（平均、ﾄﾞﾙ/ﾕｰﾛ） 1.47 1.39 1.33 1.36 1.37 1.44 1.40 1.45 1.43 1.44 1.43

ＷＴＩ先物（期近物、平均、ﾄﾞﾙ） 99.6 61.8 79.5 85.2 94.1 102.6 103.0 110.0 101.4 96.3 97.3

ﾛｲﾀｰ・ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞCRB指数(1967=100) 365 246 279 307 343 350 355 364 345 341 344

(注1) 原則として数字は季節調整済前期比(％)。      
(注2) 10年債利回りはｺﾝｽﾀﾝﾄ･ﾏﾁｭﾘﾃｨｰ･ﾍﾞｰｽ(FRB)
(注3) 財政収支の年次は会計年度（前年10月～当年9月）

(注4) 米商務省、米労働省、ＦＲＢ、コンファレンス･ボード資料などより作成。

【米国の主要経済指標】 
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経済指標 08 09 10 10/Ⅳ 11/Ⅰ 11/Ⅱ 11/3 11/4 11/5 11/6 11/7

実質ＧＤＰ　(上段：前期比) 1.1 3.4 0.7 - - - - -

　(下段：前年比) 0.2 -4.1 1.7 2.0 2.5 1.7 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.8 -3.4 5.7 0.7 -0.8 -2.3 -1.3 -1.8 -2.3 -2.9

総合景況指数（長期平均=100） 93.7 80.7 100.9 105.7 107.4 105.7 107.3 106.1 105.5 105.4 103.2

消費者信頼感指数＊ -18.1 -24.8 -14.0 -10.4 -10.6 -10.4 -10.6 -11.6 -9.9 -9.7 -11.2

小売数量* 　（上段：指数） 103.1 100.6 101.4 101.3 101.2 100.9 100.7 101.4 100.1 101.1

　（下段：前年比） -0.7 -2.4 0.8 0.7 0.0 -0.5 -1.5 0.9 -2.3 -0.4

新車登録 -7.6 3.4 -8.2 -11.4 -2.2 -2.0 -5.0 -4.0 8.2 -9.0

建設業信頼感指数＊ -13.4 -32.7 -28.4 -26.2 -25.2 -24.2 -25.4 -24.3 -24.7 -23.5 -24.5

域外輸出金額 3.9 -17.9 20.1 21.8 21.4 12.8 16.1 14.5 21.6 3.5

鉱工業景況＊ -8.4 -28.7 -4.5 2.7 6.5 4.3 6.6 5.6 3.8 3.5 1.1

鉱工業生産　（上段：指数） 106.6 90.9 97.7 100.1 101.1 101.3 101.2 101.4 101.6 100.9

　（下段：前年比） -1.6 -14.7 7.4 8.1 6.5 4.1 5.7 5.2 4.2 3.1

失業率(%)* 7.7 9.6 10.1 10.1 10.0 9.9 9.9 9.9 9.9 9.9

域外輸入金額 8.1 -20.5 21.6 24.9 25.1 13.2 18.4 18.6 17.9 4.2

経常収支（10億euro） -117 -44 -34 2 -29 -2 -6

貿易収支（10億euro） -33 17 1 3 -17 2 -5 0 1

生産者物価 6.1 -5.1 2.9 4.8 6.5 6.3 6.8 6.8 6.2 5.9

消費者物価 3.3 0.3 1.6 2.0 2.5 2.8 2.7 2.8 2.7 2.7 2.5

消費者物価（コア） 1.8 1.4 1.6 1.1 1.1 1.6 1.3 1.6 1.5 1.6

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M3) 7.5 -0.2 1.8 1.8 2.2 2.2 2.2 2.3 2.3 2.2

3ヶ月物銀行間金利(%) 4.63 1.23 0.81 1.02 1.09 1.41 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6

10年物国債金利(%) 4.36 4.03 3.79 3.71 4.30 4.47 4.5 4.7 4.4 4.4 4.6

株価（DJ Euro Stoxx) 314 234 266 273 285 281 282 287 284 273 270

為替相場（ドル/ユーロ） 1.47 1.39 1.33 1.36 1.37 1.44 1.40 1.45 1.43 1.44 1.43

名目実効相場 6.8 0.4 -6.9 -8.9 -5.3 3.4 -2.8 0.7 3.4 6.3 3.2

短期レポ金利（期末値） 2.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.25 1.00 1.25 1.25 1.25 1.50

（ 出所） Dat ast r eam　 （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ユーロ圏の主要経済指標】
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Ⅱ．欧州経済 

１．ユーロ圏 

・ユーロ圏の景気は、改善ペースが鈍化している。4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期

比年率 0.7％と、およそ 2 年ぶりの低成長にとどまった。また 7 月の総合景況指数は

103.2 と 5 ヶ月連続で低下した。 

・ＥＵは 7 月 22 日の緊急首脳会議で、1,600 億ユーロのギリシャ向け第二次支援策で合

意した。ただし欧州金融安定基金の増額が見送られ、金融市場の動揺が強まっている。 

・ＥＣＢは 8 月 4 日の定例理事会で政策金利を 1.5％に据え置いた。また、金融機関の

流動性を支援するため、6 ヶ月物の資金供給オペの再開を決定した。トリシェ総裁は

理事会後の会見で、インフレ警戒感を示し利上げ継続を示唆する一方、休止していた

債務危機国の国債購入を再開したと明らかにした。その後、7 日には緊急理事会を開

催し、債務危機の波及が懸念されるイタリア、スペインの国債購入を決定した。 
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＜グラフで見るユーロ圏景気＞ 
 

 (注） 消費者信頼感は、月次指標を四半期変換した値
(出所）Datastream
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08 09 10 10/Ⅳ 11/Ⅰ 11/Ⅱ 11/3 11/4 11/5 11/6 11/7

実質ＧＤＰ成長率*（上段：前期比） 1.9 5.5 0.5 - - - - -

（下段：前年比） 0.7 -4.7 3.5 3.8 4.6 2.8 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.1 -5.3 13.0 6.5 3.6 0.5 2.6 1.5 0.5 -0.4

IFO企業景況指数 100.5 90.7 107.8 113.3 114.8 114.3 115.0 114.1 114.2 114.5 112.9

鉱工業生産* （上段：前期比） 111.7 93.5 103.5 2.7 1.7 1.2 1.0 -0.3 1.0 -0.8

（除く建設） （下段：前年比） 0.0 -16.3 10.7 12.7 12.8 7.9 9.9 5.8 18.2 0.2

製造業受注* -6.1 -24.2 24.7 23.8 20.2 13.6 14.8 13.9 15.3 11.6

国内* -4.8 -22.0 18.6 18.7 17.0 13.6 12.7 10.4 23.2 7.2

海外* -7.2 -26.0 29.7 28.2 23.0 13.5 16.6 16.9 8.7 15.0

建設* -0.6 -0.1 0.3 -1.2 24.8 5.4 13.8 5.5 7.7 3.1

建設業信頼感指数* -25 -29 -21 -15 -11 -7 -9 -7 -6 -8 -7

消費者信頼感指数* -8 -25 -3 9 9 9 9 8 9 10 8

小売売上数量（除く自動車）* -0.2 -2.7 1.0 0.6 1.8 0.0 -0.1 0.8 -3.8 2.5

新車登録 -1.8 23.2 -23.4 -8.2 13.9 7.6 11.4 2.6 22.0 -0.3 9.9

賃金（月給、全産業） 2.9 2.0 1.6 1.5 1.7 1.4 1.7 1.3

就業者数* 1.4 -0.1 0.5 1.1 1.4 1.2 - - - - -

失業率(%)* 7.8 8.1 7.7 7.4 7.3 7.1 7.2 7.1 7.1 7.0 7.0

旧西(%)* 6.4 6.9 6.4 6.4 6.1 6.0 6.1 6.0 6.0 6.0 5.9

旧東(%)* 12.7 12.6 11.7 11.7 11.3 11.3 11.3 11.2 11.3 11.3 11.2

輸出金額* 1.4 -18.3 18.1 19.8 19.3 11.9 16.7 16.1 11.9 8.0

輸入金額* 4.3 -17.5 19.7 25.6 21.8 13.6 17.4 22.0 10.5 9.4

生産者物価（鉱工業） 5.4 -4.2 1.7 4.7 6.1 6.0 6.2 6.4 6.1 5.6

消費者物価 2.6 0.4 1.1 1.5 2.1 2.3 2.1 2.4 2.3 2.3 2.4

10年物国債金利（%) 3.99 3.26 2.77 2.61 3.17 3.13 3.24 3.35 3.08 2.98 2.79

DAX株価指数 6,204 5,023 6,196 6,732 7,088 7,241 6,953 7,234 7,331 7,159 7,293

08 09 10 10/Ⅳ 11/Ⅰ 11/Ⅱ 11/3 11/4 11/5 11/6 11/6

実質ＧＤＰ成長率* （上段：前期比） 1.3 3.6 0.0 - - - - -

（下段：前年比） -0.2 -2.6 1.4 1.4 2.1 1.6 - - - - -

OECD景気先行指数 -6.5 -0.3 2.1 -2.8 -3.0 -3.2 -3.0 -3.1 -3.2 -3.4

INSEE企業生産見通しDI*(%) -31 -39 3 7 16 16 21 21 15 13 3

鉱工業生産* （上段：指数） 99.4 87.1 91.6 92.6 94.3 93.8 93.8 93.1 94.9 93.4

（除く建設） （下段：前年比） -2.7 -12.4 5.2 4.8 4.8 2.1 3.2 2.1 1.9 2.3

建設業信頼感指数* 3 -35 -29 -22 -15 -10 -15 -12 -9 -9 -8

消費者信頼感指数* -22 -28 -19 -17 -19 -18 -18 -19 -17 -18 -18

小売売上数量* （上段：指数） 108.2 108.1 112.2 113.5 115.0 114.7 115.3 113.6

（下段：前年比） 1.3 -0.1 3.8 3.9 5.0 3.7 4.0 0.4

新車登録 -0.7 12.3 -2.3 -9.8 9.0 -6.5 6.1 -11.1 6.1 -12.6 -5.7

家計工業品消費（除く自動車）* -0.3 -0.4 1.7 1.0 3.5 1.2 2.2 1.2 -1.5 4.0

輸出金額* 2.6 -17.4 12.5 15.0 13.2 8.5 12.0 7.6 15.1 3.3

輸入金額* 5.4 -17.7 13.0 13.0 18.6 12.8 14.6 14.2 16.0 8.3

生産者物価（鉱工業中間財） 5.6 -6.4 3.4 4.7 6.2 6.3 6.7 6.7 6.2 6.1

消費者物価 2.8 0.1 1.5 1.7 1.8 2.1 2.0 2.1 2.0 2.1 1.9

10年物国債金利(%) 4.19 3.62 3.10 3.01 3.54 3.51 3.61 3.69 3.49 3.37 3.30

CAC40株価指数 4,340 3,345 3,750 3,823 3,993 3,957 3,942 4,020 3,999 3,853 3,818

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。

【ドイツの主要経済指標】

【フランスの主要経済指標】

＜ユーロ圏主要国の経済指標＞ 
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２．英国 

・英国の 2011 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比年率 0.7％と 2 期連続でプラス

成長となったが、景気の改善ペースは緩やかにとどまっている。 

・一方、5 月の消費者物価上昇率は前年比 4.5％と、ＢＯＥ（イングランド銀行）の物価

目標水準である 2％を大幅に上回った。 

・ＢＯＥは 8 月の金融政策委員会で政策金利を 0.5％、国債などの資産買い取り枠を

2,000 億ポンドに据え置いた。キング総裁は定例の四半期報告の中で、成長率とイン

フレ率の見通しを下方修正した。今後の金融政策について、追加の金融緩和が行われ

るかをめぐり金融市場の見方が分かれている。 
 

 

経済指標 08 09 10 10/Ⅳ 11/Ⅰ 11/Ⅱ 11/3 11/4 11/5 11/6 11/7

実質ＧＤＰ(上段：前期比) -2.0 1.9 0.7 - - - - -

(下段：前年比) -0.1 -4.9 1.4 1.5 1.6 0.7 - - - - -

CBI企業先行き見通し(%) -35 -28 12 2 7 9 - - - - -

OECD景気先行指数 -7.2 -2.7 2.4 -3.4 -4.5 -4.5 -4.6 -4.6 -4.5 -4.4

企業収益（税引き前） 7.7 -7.4 -2.1 4.0 5.2 - - - - -

消費者信頼感指数＊ -19.4 -18.4 -11.6 -17.5 -22.4 -18.6 -22.4 -24.2 -14.7 -17.0 -18.4

小売売上＊ 1.7 1.0 0.4 -0.1 2.2 0.9 0.7 2.5 0.0 0.4

新車登録 -11.3 -6.4 1.8 -17.3 -8.7 -5.2 -7.9 -7.4 -1.7 -6.2 -3.5

新規建設工事受注＊ -18.6 -14.2 3.9 10.8 -18.0

輸出 * 14.1 -9.7 16.5 15.3 19.7 11.4 14.3 13.8 15.6 5.2

CBI輸出受注評価 -15 -45 -11 -8 5 -3 5 -6 -3 0 -8

製造業生産＊ -2.9 -10.7 3.4 4.9 4.4 2.1 2.2 1.2 2.8 2.2

CBI能力以下操業割合 57 73 63 64 59 55 - - - - -

CBI最終品在庫水準評価 16 21 8 8 7 7 5 8 9 3 12

就業者数＊ 0.3 -1.7 -0.7 0.0 0.4 - - - - -

失業率(%)* 2.8 4.7 4.7 4.5 4.5 4.7 4.5 4.6 4.7 4.7

輸入 輸入 * 11.1 -10.2 17.4 18.5 13.9 10.2 9.7 8.1 13.4 9.0

経常収支（10億£） -24 -24 -46 -13 -9 - - - - -

貿易収支（10億£）* -93 -82 -99 -27 -22 -25 -8 -7 -8 -9

製造業生産者物価 6.7 1.6 4.2 4.1 5.3 5.6 5.6 5.6 5.4 5.7 5.9

消費者物価 3.6 2.1 3.3 3.4 4.2 4.4 4.1 4.5 4.5 4.2

ハリファクス住宅価格指数 -8.6 -9.9 3.0 -1.6 -2.8 -3.3 -4.0 -3.3 -2.4 -2.0 -1.1

ﾏﾈｰｻﾌﾟﾗｲ(M4) 15.7 5.4 5.4 5.4 -2.6 -2.0 -2.6 -2.4 -1.7 -2.0

3ヶ月物銀行間金利(%) 5.49 1.23 0.74 0.80 0.81 0.83 0.83 0.83 0.83 0.83 0.83

10年物国債金利(%) 4.48 3.66 3.58 3.34 3.73 3.42 3.63 3.64 3.37 3.25 3.13

株価（FT100) 5366 4569 5472 5770 5945 5915 5857 6012 5944 5792 5910

為替相場（ドル/£） 1.85 1.57 1.55 1.57 1.58 1.58 1.62 1.63 1.63 1.62 1.61

実効相場(前年比） -12.1 -11.6 -0.1 0.0 1.5 -0.7 3.4 0.2 0.5 -2.9 -3.3

（ 出所） Dat ast r eam   （ 注） 原則と して数字は前年同期比; %、 *は季調値。
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